




平成 22 年度

東京の中小企業の現状

（サービス産業編）

東京都産業労働局





平成22年度
「東京の中小企業の現状（サービス産業編）」

の発刊にあたって
　平成20年秋から平成21年 3 月にかけて大きく落ち込んだ我が国経済は、一部に持ち直しの動きが見ら

れるなど、回復に向けた明るさが見られるようになりました。東京都が毎月実施している「東京都中小

企業の景況」では、業況、見通しともにリーマンショックの前の水準まで戻りつつあります。サービス

業に限ってみると製造業ほど落ち込みは大きくなかったものの、回復は緩やかなものとなっており、平

成22年に入ってからは一進一退の状況が続いています。

　回復に力強さが欠ける背景には、デフレにより企業サービス価格の下落が続き、売上の回復が遅れて

いること、雇用調整助成金によって雇用を確保している中小サービス業が未だ多くあるなど、雇用情勢

の悪化が懸念されていることなどが挙げられます。

　一方、東京都におけるサービス業の比率は非常に高く、都内の経済発展を担う産業として重要性が高

まっております。また、世界に誇るアニメや映像等のコンテンツ分野や、先端技術にはもはや欠かすこ

とができないソフトウェア開発など、他の産業の高付加価値化を支える重要な産業が集積し、経済全体

のけん引役として期待されています。

　そして、厳しい環境の中で行われる新たな付加価値の創造や工夫、細分化するニーズを捉えた新サー

ビスの提供など、中小企業の活躍の場が広がる可能性も高まっています。

　今回の「東京の中小企業の現状（サービス産業編）」では、こうした他の産業の高付加価値化を支え

る重要な産業である対事業所サービスを対象とし、調査を実施いたしました。報告書では、経営実態や

経営課題を明らかにするとともに、競争力向上、都内サービス業のもつ特性、環境対応の現状と課題を

テーマとして取り上げました。都内中小企業の皆様にとりましては経営活動の一助として、また、関係

機関の皆様には産業振興の基礎資料として、この「東京の中小企業の現状」をご活用いただければ幸い

です。

　最後に、本書につきましては、産業技術大学院大学が作成を担当し、同大学の教員の皆様が執筆しま

した。また、本書の作成に当たり、「東京の中小企業の現状」作成検討委員会の委員の皆様、中小企業

及び関係団体等の方々に貴重なご意見とご協力をいただきました。この場を借りて厚く御礼申し上げま

す。

　

　　　　　　　平成23年 3 月

東京都産業労働局商工部長　山手　　斉
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凡　　例

　本報告書における調査では、業種、規模、地域を以下のように区分している。

（ 1）業種区分

情報・コンテンツ業 ソフトウェア業、情報処理サービス業、情報提供サービス業、インターネット附

随サービス業、映像情報制作・配給業、音声情報制作業、出版業、広報制作業、

ニュース供給業、その他の情報・コンテンツ業

専門サービス業 法律事務所、特許事務所、公証人役場・司法書士事務所、公認会計士事務所、税

理士事務所、デザイン業、広告業（総合企画、広告代理業）、建築設計業、測量業、

土木建築サービス業、機械設計業、商品・非破壊検査業、計量証明業、写真業、

その他の専門サービス業（※ 1）

事業サービス業 各種物品賃貸業、産業用機械器具賃貸業、事務用機械器具賃貸業、自動車賃貸業、

一般廃棄物処理業、産業廃棄物処理業、自動車整備業、機械修理業（電気機械器

具を除く）、電気機械器具修理業、職業紹介業、労働者派遣業、速記・ワープロ

入力・複写業、建物サービス業、警備業、その他の事業サービス業（※ 2）

※平成19年改訂の日本標準産業分類による

※ 1　興信所、翻訳業、通訳業・通訳案内業、不動産鑑定業、その他の専門サービス業

※ 2　ディスプレイ業、産業用設備洗浄業、看板書き業、その他の事業サービス業

（ 2）規模区分（従業者規模）

「 1～ 4人」「 5～ 9人」「10～29人」「30人以上」の 4区分

ただし、他の調査結果からの引用についてはこの限りではない。

（ 3）地域区分

都心　　　　　千代田区、中央区、港区

副都心　　　　新宿区、文京区、渋谷区、豊島区

城東　　　　　台東区、墨田区、荒川区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区

城南　　　　　品川区、目黒区、大田区

城北　　　　　北区、板橋区

城西　　　　　世田谷区、中野区、杉並区、練馬区

多摩地域　　　多摩地域の市町村
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